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平成26年８月29日 

各      位 

 

                               会 社 名 栄光ホールディングス株式会社 

                               代表者名 代表取締役社長 近藤 好紀 

                               （コード番号 ６０５３ 東証第２部） 

                               問合せ先 執行役員経営管理部長 大坪 裕之 

                               電話番号 ０３（５２７５）９７８９ 

 

株式会社学研ホールディングスとの業務資本提携 

及び第三者割当の引受に関するお知らせ 

 

当社は、平成26年８月29日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社学研ホールディングス(所在

地: 東京都品川区、代表取締役社長: 宮原博昭 、以下、当該会社を「学研ＨＤ」といいます。）と業務資本

提携（以下、「本提携」といいます。）を行うとともに、学研ＨＤが実施する第三者割当による自己株式の処

分（以下、「本第三者割当」といいます。）を引き受けることを決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．本提携の目的、理由 

当社グループは、「ＰＲＯＶＩＤＡ  学び、未来を変えよう」を企業理念として掲げ、教育事業において

は、関東圏を中心に、「栄光ゼミナール」「シェーン英会話」などのブランドでおよそ90,000名の顧客に教

育サービスを提供しております。また、教育ソリューション事業においては、全国の学校、学習塾等の教

育機関を顧客として、教材、テストの販売及び教職員の派遣等、幅広い教育支援サービスの提供を行って

おります。さらに、教育を広く捉え日本初の民間総合教育サービス企業を目指す当社グループは、これら

のサービス提供に加え、顧客の生涯にわたる様々な学びのニーズに応えるため、「４つのボーダーレス」を

成長戦略として掲げ、新たなサービスの提供にも積極的に取り組んでおります。具体的には、①垂直（顧

客層のボーダーレス：幼児からシニアまで生涯にわたって提供する教育サービス）、②水平（事業領域のボ

ーダーレス：「学び」を広くとらえた多様な学習支援サービス）、③グローバル（事業エリアのボーダーレ

ス：海外における教育サービスの展開）、④公教育（教育における官民のボーダーレス：民間教育ノウハウ

の提供による公教育支援）の４つのボーダーを超える事業展開を進めております。 

一方、学研ＨＤグループは、「すべての人が心ゆたかに生きることを願い、今日の感動・満足・安心と明

日への夢・希望を提供します」という企業理念のもと、「ずっといっしょに“まなび”を楽しく！ ワクワ

ク☆ドキドキ創造企業」という企業ビジョンを掲げ、教育、情報、文化などあらゆる知的価値を融合し、

教育ソリューション事業及び高齢者福祉・子育て支援事業の二本柱をはじめ様々な事業を展開しておりま

す。二つの柱のうちの一つである「教育ソリューション事業（教室・塾事業、出版事業、園・学校事業）」

においては、安定した収益を確保するとともに新規事業創出により将来の成長を見据えた基盤づくりを行

っております。とりわけ、新事業の創出・育成に関しては、少子化やデジタル化など教育を取り巻く市場

環境が大きく変化している中、学研ＨＤグループでは、「デジタル（出版物のデジタル化等）」「教育ＩＣＴ

（学校や塾における電子黒板やデジタル教材の導入、タブレットを用いた学習メソッドの研究などの情報

通信技術のこと）」「グローバル（海外における事業展開のこと）」の３つをキーワードに注力し、市場の変

化に追随するのではなく、学研ＨＤグループ自らが新しい時代のフロンティアになるべく取り組みの強化

を図っております。また、もう一つの柱である「高齢者福祉・子育て支援事業」においては、サービス付
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き高齢者向け住宅や保育施設を積極的に開設するとともに、自治体とも協同し、地域に根差した多世代交

流型の複合施設の開発などにも意欲的に取り組んでおります。 

現在、国内の教育事業の分野においては少子化の影響を受け、競争は激化の一途をたどっております。

近年、教育業界においては、ＩＣＴ化やグローバル化が進み、教育市場が大きな変革を迎えており、教育

ビジネスの新たな分野での売上や利益の創出が課題となっております。 

以上のような背景の中、当社グループと学研ＨＤグループは、これまで物流事業において学研ＨＤグル

ープが当社グループの業務を一部受託するなど、良好な関係を構築してまいりましたが、当社グループが

保有する「塾運営や語学教育のノウハウ」と学研ＨＤグループが保有する「幼児から小中学生を対象とし

た多種多様な学びのコンテンツと受験対策コンテンツ、教育ＩＣＴのノウハウ」について、互いに相手方

のコンテンツやノウハウを高く評価しており、このたび、これまでの関係をさらに一歩進めて、単なる業

務提携に留まらない、資本提携も併せた提携について協議してまいりました。その結果、当社グループが

強みとする「塾運営や語学教育のノウハウ」と学研ＨＤグループが強みとする「幼児から小中学生を対象

とした多種多様な学びのコンテンツと受験対策コンテンツ、教育ＩＣＴのノウハウ」との融合によるシナ

ジー効果により、両社グループの新たな付加価値の創出が実現すると判断し、本提携を行うことを決定い

たしました。 

両社独自の技術とノウハウを提供しあうことにより、迅速かつ効率的・積極的な経営戦略が可能になり、

双方にとって安定的な売上と利益を確保できる経営体質の構築が期待され、わが国の教育サービス業界の

さらなる発展と成長に寄与するものと考えております。 

当社グループは、学研ＨＤグループとの業務提携を推進してまいりますが、業務提携に加えてさらに資

本提携も実施することにより、相手方の企業価値を向上させることについての利害関係を一致させ、ひい

ては本提携の成果を一層増大させることが可能になり、今後の事業展開の加速につながるものと考えてお

ります。 

 

２．業務資本提携の内容等 

(1) 業務提携の内容 

当社は、学研ＨＤとの間で本日付で締結した業務資本提携契約において、教育ＩＣＴ事業、語学事

業、海外事業、物流事業に関して、現在両社で取り組んでいる事業の拡大や委託を企図して、当面向

う２年を目途に学研ＨＤと業務提携をすることについて合意しました。具体的には、本第三者割当の

引受後、両社の役職員からなるメンバー12 名を構成員とする提携推進協議会を設置し、合意事項につ

き協議を開始し諸施策を展開することといたしました。本日、合意に至った業務提携の内容は、従前

より提携していた物流事業は引き続き学研ＨＤグループに委託することとし、また、新たに提携する

業務は他の３分野の教育ＩＣＴ事業、語学事業、海外事業であり、概要は以下のとおりです。 

① 教育ＩＣＴ事業の拡大 

近年、教育業界において急速に進んでいるＩＣＴ化に対応するため、当社グループ及び学研ＨＤグ

ループは協同して、家庭および塾、学校向け教育ＩＣＴ教材の制作・販売等を行う。 

②語学事業の拡大 

当社グループ及び学研ＨＤグループは相互に協力して、英語をはじめとした語学教育の教授法やツ

ール等につき研究・開発を行い、相互の顧客に対する導入を検討する。 

③海外事業の拡大 

当社のグループ会社である栄光ベトナムの日本語学校及び栄光ゼミナールハノイ校に、学研ＨＤグ

ループ会社がもつ教育コンテンツや教育メソッドの導入により、新たな講座開設などを検討する。 

④物流事業における提携の継続 

    当社グループの物流の一部を、学研ＨＤのグループ会社である株式会社学研ロジスティクスに委託 

する。 
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(2) 資本提携の内容 

当社と学研ＨＤとは、上記業務提携を推進してまいりますが、上記１．のとおり、業務提携に加え

て資本提携も実施することが、相手方の企業価値を向上させることについての利害関係を一致させ、

ひいては業務提携の成果を一層増大させることが可能になり、今後の事業展開の加速につながるもの

との判断に至りました。そのため、当社と学研ＨＤは、今後の適切な資本政策を検討した結果、当社

が本第三者割当を引き受けることにより学研ＨＤの株式を取得するとともに、学研ＨＤが市場または

市場外で当社の株式を取得することにしました。その具体的内容については、以下のとおりです。 

当社は、学研ＨＤが本第三者割当により処分する自己株式を以下のとおり引き受けます。これによ

り、当社は学研ＨＤの第２位の大株主になる予定です。（引受後の発行済株式総数に対する割合

4.36％）。また、学研ＨＤは、本第三者割当の払込金額の総額と同等額で、市場買付、または、市場価

格を基準とした適正価格で市場外の相対取引により、当社発行済普通株式を取得することについて合

意いたしました。 

 

①引 受 株 式 数 ： 普通株式 2,800,000 株 

②払 込 金 額 ： 1 株につき 277 円 

③払込金額の総額 ： 775,600,000 円 

④払 込 予 定 日 ： 平成 26 年９月 16 日（火） 

 

３．業務資本提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社学研ホールディングス 

（２） 所 在 地 東京都品川区西五反田二丁目11番８号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮原 博昭 

（４） 事 業 内 容 グループ戦略の策定、グループ経営のモニタリング 

（５） 資 本 金 18,357百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和22年３月31日 

（７） 
大株主及び持株比率
（平成26年３月31日現在）

公益財団法人古岡奨学会   13.10％ 

㈱市進ホールディングス    3.18％ 

凸版印刷㈱          3.05％ 

㈱三井住友銀行        2.83％ 

学研取引先持株会       2.82％ 

㈱明光ネットワークジャパン  2.68％ 

大日本印刷㈱         2.23％ 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行     2.21％ 

㈱廣済堂           2.08％ 

栄光ホールディングス㈱    1.72％ 
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（８） 上場会社と当該会社との間の関係 

 資 本 関 係

当該会社は、当社普通株式571,400株（保有割合2.61％、平成26年３月

31日現在）を保有しております。また、当社は、当該会社の普通株式

1,827,000株（保有割合1.72％、平成26年３月31日現在）を保有してお

ります。 

 人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、

当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、

記載すべき人的関係はありません。 

 取 引 関 係

当社と当該会社の間には、記載すべき取引関係はありません。なお、当

社の関係会社と当該会社の関係会社との間には、塾用教材の販売や物流

業務の委託、サイエンススクール用コンテンツの販売など、営業上の取

引関係があります。 

 

 

関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関

係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成23年９月期 平成24年９月期 平成25年９月期 

 連 結 純 資 産 27,478 百万円 29,533 百万円 33,587 百万円

 連 結 総 資 産 59,184 百万円 60,735 百万円 66,582 百万円

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 318.60 円 329.78 円 373.85 円

 連 結 売 上 高 80,249 百万円 80,659 百万円 86,858 百万円

 連 結 営 業 利 益 1,927 百万円 2,245 百万円 2,081 百万円

 連 結 経 常 利 益   2,121 百万円    2,374 百万円   2,327 百万円

 連 結 当 期 純 利 益 550 百万円 1,536 百万円 1,778 百万円

 １株当たり連結当期純利益 6.50 円 17.64 円 20.24 円

 １ 株 当 た り 配 当 金 4.00 円 5.00 円 5.00 円

 

４．日 程 

（１）取 締 役 会 決 議 日  平成26年８月29日（金） 

（２）契 約 締 結 日  平成26年８月29日（金） 

（３）本第三者割当払込期日  平成26年９月16日（火） 

 

５．今後の見通し 

今後、業績予想の修正の必要性及び公表する事実が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


